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第１章  総  則

（目　的）

第１条　この規則は、株式会社●●●●（以下「会社」という）の秩序を維持し、業務の円滑な運営及び従業員の待遇の向上を図るため、服務規律並びに待遇に関する基準その他必要な事項を定めるものである。

２　この規則及びこれに属する諸規定等に定めのない事項については、労働基準法その他の法令の定めるところによる。

（適用範囲）

第２条　この規則は所定の手続きによって会社に採用され勤務する者に適用する。但し、定年後再雇用者、パート職員その他別については、別規程若しくは雇用契約書の定めに従う。　

（規則遵守の義務）　　　　　　

第３条　従業員はこの規則を遵守し、会社と事業の発展に努めなければならない。

第２章  人 事 ・ 採 用

（採用）

第４条　会社は就職を希望する者の中から、人物、経歴、健康その他必要な事項を選考の上、適当と認めた者を採用する。

（採用決定者の提出書類）

第５条　新たに採用された従業員は、採用後１０日以内に次の書類を会社に提出しなければならない。

　　１．履歴書
　　２．住民票記載事項証明書

　　３．給与所得扶養控除申告書

　　４．雇用保険被保険者証（前職のある者）

　　５．年金手帳

　　６．源泉徴収票（入社した年に他からの給与所得があった者）

　　７．マイナンバー（免許証等の法定の本人確認資料も提示）

　　８．通勤経路申請
　　９．その他会社が必要と認める書類

２　前各号の書類は、会社の指示によりその一部の提出を省略または追加することがある。

３　会社は、従業員及び扶養対象家族のマイナンバーについては、法に基づく以下の手続きに限り利用することができる。

　　１．雇用保険関係届出事務

　　２．健康保険・厚生年金保険関係届出事務

　　３．国民年金第三号被保険者関係届出事務

　　４．給与所得・退職所得に係る源泉徴収票作成事務

（試用期間）

第６条　新たに採用された従業員は、採用の日から●ヵ月を試用期間とする。

２　会社が特に認めたときは、試用期間を短縮又は設けないことがある。また、事情により延長することもあるが、その場合でも１年を超えない期間とする。
（届出）

第７条　従業員は次の事項に変更があったときはその旨速やかに会社に届け出なければならない。

    １．氏名、現住所及び通勤経路、電話番号

    ２．扶養義務のある家族の異動

   ３．その他、会社が必要と認める事項

第３章  勤  務

（就業時間等
）

第８条　始業・終業時刻は次のとおりとする
。
　　　　　　始業時間　　●時●●分
終業時間　●●時●●分

休憩時間　●●時●●分～●●時●●分、●●時●●分～●●時●●分

（始・終業時刻の変更）

第９条　前条に定める就業時間は、業務等の都合により繰上げ又は繰下げることがある。

（休日・休暇）

第10条　従業員の休日・休暇は次のとおりとする
。

　　（１）現場作業員

１．シフトにより定めた休日

２．年末年始　原則６日間

３．夏季休日　原則５日間

　　（２）事務作業員

   　　　　１．土曜日・日曜・祝日

   　　　　２．年末年始　原則６日間
　　　　　 ３．夏季休日　原則５日間

　　　年末年始及び夏季の休日は、年度により日程を確定
（時間外・休日勤務）

第11条　会社は、第８条、第10条の定めにかかわらず、時間外及び休日勤務を命ずることがある。従業員は時間外勤務等の指示に従わなければならない。
（振替休日）

第12条　業務の都合により、前条の休日を他の就労日と振り替えることがある。振替の通知は、対象となる休日又は労働日の前日までに行う。
（代休）

第13条　休日に所定勤務時間以上勤務した場合、業務に支障のない限り、本人の請求により、代替休日（代休）を付与することがある。

（年次有給休暇）

第14条　従業員の年次有給休暇は次のとおりとする
。

　　１.初年度に６ヵ月間継続勤務し、全労働日の８割以上出勤した者　１０労働日

  　２.初年度より１年６ヵ月以上継続勤務した者には、前号の日数に勤続年数１年につき１または２労働日を加算する。有給休暇の総日数は２０日を限度とする。

	勤続年数
	0.5
	1.5
	2.5
	3.5
	4.5
	5.5
	6.5以上
	

	休暇日数
	１０
	１１
	１２
	１４
	１６
	１８
	２０
	


２　会社は前項で定める年次有給休暇のうち５日を超える部分については、労使協定の定めるところにより計画的に付与することがある。

（年次有給休暇の請求）

第15条　前項の休暇を希望する者は、遅くとも前日の終業時刻までに会社に届け出なければならない。ただし、事前の届出が不可能な合理的事由があった場合は、その旨を届出ることとし､会社がこれを認めたときは年次有給休暇の取得があったものとみなす。

２　有給休暇の請求は原則として１日単位で取得し、会社が認めたときは半日単位で取得することができる。

３　労使協定の定めがあったときは、１日分の年次有給休暇を８時間分の時間単位年休に相当するものとし、１時間単位で有給休暇を取得することができる。ただし、時間単位年休は１年度に５日以内を限度とする
。
（年次有給休暇の時季変更）

第16条　会社は原則として従業員の請求通り年次有給休暇を与える。ただし、請求された日に年次有給休暇を与えると、会社の正常な運営を妨げる場合には、他の日に変更することがある。

２　年次有給休暇の消化は権利発生の年度及び翌年度の間に限って行わなければ、それ以降は時効により消滅する。

３　従業員が傷病、事故その他やむを得ない事由により欠勤した場合で、本人の申し出があり会社が認めた場合には、各自の保有日数内で有給休暇に振り替えることがある。

（特別休暇
）

第17条  従業員が次の各号の１に該当する時は、特別休暇を与える。

    １．本人が結婚する時　　　　　　　　　５労働日
  ２．父母、配偶者、子の喪に服する時　　３労働日

    ３．本人の子女兄弟姉妹の結婚　　　　　１労働日

    ４．配偶者の出産　　　　　　　　　　　１労働日

    ５．前記以外の３親等の死亡　　　　　　２労働日

２　特別休暇を求めるものは、事前に会社に届出なければならない。

３　特別休暇の期間については無給（若しくは有給）とする。但し、年次有給休暇を充てることを妨げるものではない。
（育児・介護休業等
）

第18条　従業員が原則として１歳未満の子を養育するとき及び対象家族の介護が必要なときの育児休業、介護休業、その他育児、介護に係る各種の措置については、法の定めに従う。
（欠勤、遅刻、早退）

第19条  従業員が疾病、その他業務以外の理由により欠勤、遅刻、早退する時は、事前に会社に届出なければならない。ただし、やむを得ないときは、事後速やかに届出るものとする。この場合、会社は医師の診断書、交通機関の証明書、その他必要な証拠書類の提出を求めることがある。

２　従業員が自己の都合により一時勤務場所を離れるときは、理由及び所要時間を会社に願い出て、許可を得なければならない。

第４章  服 務 規 律

（従業員の服務心得
）

第20条  従業員は会社の定めた諸規則、諸規程を遵守し、上司の指示命令に従い、各自は以下の事項を守り、職務を遂行するものとする。

  １．必要な知識の修得、人格の向上に努める

  ２．職場の同僚およびお客様に対し、互いの人格を尊重し、道義にもとることがないよう留意する
　３．顧客に不快感を与えるような服装は厳に戒める

  ４．職務上の情報の伝達・交換、内部連絡、業務の引継等職務の円滑な遂行に努める
５．会社に所属する金員・資材等はその授受、使途等を常に明確にし、管理に細心の注意を払うこと
６．職場に業務に不要な私物をみだりに持ち込まないこと

７．許可なく他に雇用され、又は勤務してはならない
  ８．勤務時間中は、職務に専念し、私語を慎み、許可なく所定の位置を離れないこと
  ９．お客様に関し知り得た情報を外部に漏洩してはならない。退職後においても同様とする
  10．取引先から、金品の授受や飲食の接待を受けたり、要求したり、私事の理由で契約を結んではいけない
（出退勤）

第21条　出勤及び退勤の場合は、次の事項を守り、所定の様式により正しく出退勤を記録しなければならない
。

　　１．所定の始業時刻に業務を開始できるように出勤する。
２．所定勤務を終えた者は速やかに退勤しなければならない。
２　自動車、バイク、自転車で通勤しようとする者は、通勤経路を事前に申請し、原則として申請した経路に基づき通勤すること。
３　自動車、バイク、自転車で通勤する者は、自己の責任で任意保険に加入し、その証明書の写しを会社に提出しなければならない
。

（欠勤の手続き）

第22条　やむを得ない事由により欠勤するときは、前日までに会社に届け出てその許可を受けなければならない。ただし、やむを得ない事由により事前に申し出ることができないときは、速やかに会社に届出なければならない。

２　業務終了後、体調不良等により翌日の業務ができないと判断した場合、会社に人員調整を申し出て、翌日の業務に支障がないようにしなければならない。当日の申し出は欠勤扱いとする。

３　私傷病による欠勤が連続する場合は、医師の診断書の提出を求めることがある。

（遅刻の手続き）

第23条　遅刻するときは、あらかじめ連絡の上、遅刻事由消滅後、速やかに出勤する。
（早退の手続き）

第24条　早退するときは、事前に会社に申し出、その許可を受けなければならない。

（傷病による通院）

第25条　傷病による通院で１０日以上、遅刻、早退が続く場合は、医師の診断書を求めることがある。

第５章  退　職　等
（退職）

第26条  従業員が次の各号の一つに該当したときは退職とし、その翌日より従業員としての資格を失う。

１．死亡したとき

    ２．本人から書面による退職の申出があり、会社が承認したとき
    ３．定年に達したとき

    ４．雇用期間の定めがあり、その期間が満了したとき（契約更新された場合を除く）
　　５．行方不明で、欠勤30日を超えたとき
　　６．休職期間満了時に、休職事由が消滅しなかったとき
２　前項２号により退職する場合は、３か月前までに申し出なければならない。
（定年
）

第27条  従業員の定年は満６５歳とし、６５歳に達した日（誕生日の前日）をもって退職とする。
２　但し、従業員が希望し、本就業規則の退職・解雇事由に該当せず、健康状態が良好な場合は原則として７０歳まで再雇用する。
（休職
）

第28条　会社は従業員が次の各号の一に該当するときは、休職を命ずることがある。
　　１．業務外の傷病により、欠勤が連続又は断続して１ヵ月に達したとき

　　２．私事により、欠勤が連続して１ヵ月に達したとき

　　３．前各号の他、会社が特に必要と認めたとき

２　前項の休職の上限期間は、次のとおりとする。

　　　前項１号、２号のとき　―　６ヵ月間

　　　前項３号のとき　―　必要と認めた期間
３　休職中の者が復職を希望するときは、復職願と同時に医師の診断書を提出する。その際、会社が医師と面談できるよう従業員は協力しなければならない。また、会社が指定する医師への受診を命ずることがある。

４　休職中は給与を支給しない。

（解雇）

第29条  従業員が次の各号の一に該当するときは、解雇することができる。

１．業務以外の原因による精神、身体の障害で、勤務に耐え難いと認められたとき

２．素行不良によりお客様から信頼を失い、業務遂行が不可能と認められるとき
    ３．やむを得ない正当な理由により会社の事業を縮小又は解散するとき
    ４．勤務成績が著しく不良で業務に適しないと認められたとき
    ５．その他前各号に準ずる程度の正当な事由があるとき
（解雇予告等）

第30条　従業員を解雇するときは３０日前に予告するか、又は平均給与の３０日分の解　雇予告手当を支給する。ただし、懲戒解雇の場合はこの限りでない。

２　前項の予告日数は、平均給与を支払った日数だけ短縮することができる。

第６章  給  与

（従業員の給与）

第31条  給与及び賞与については賃金規程を別に定める
。　

第７章  安 全 衛 生

（安全衛生）

第32条　従業員は、常に労働災害の予防、衛生の保持・向上に努めなければならない。

（健康診断）

第33条　従業員は、入職時及びその後一年以内ごとに一回、定期的に健康診断を受け、結果を会社に報告しなければならない。
（病者の就業禁止等）

第34条　会社は、従業員が次の各号に該当するときは、専門の医師の診断、意見を求めたうえ、就業を禁止する。

　　１．感染症法その他の法令により入院隔離や就業制限の対象と指定されている疾病に罹患した者

　　２．感染症法その他の法令により国等からの強制的措置または要請により就業制限される者

　　３．心臓、腎臓、肺等の疾病で就業のため病勢が著しく悪化するおそれのある疾病にかかった者

２　会社は、従業員が前項の疾病に罹患した可能性があると判断したときは、医療機関（保健所を通じての場合を含む。）への受診を指示することができる。従業員はこれを拒否してはならない。

３　従業員は、同居の家族あるいは近隣に、第１項の１.および２.に該当する者が発生したときは、直ちに会社に届け出て必要な指示を受けなければならない。

４　第１項１．及び２．により休業している期間の給与については無給とする。ただし、その期間について年次有給休暇を請求することを妨げるものではない。

（災害の防止等）

第35条　従業員は下記の事項を熟知し、危険防止に努めなければならない。

　　１．非常の際の連絡方法、消火器、非常ベル、救命袋の位置、使用方法等を常に心得ておくこと

　　２．火災その他の災害の発生を発見し、又は予見したときは臨機の処置を機敏に講ずること
第８章  制  裁

（制裁）

第36条　懲戒は下記の４種類とする。

    １．譴責（けんせき） 　始末書を提出させ将来を戒める。

    ２．減給  　  一の処分に対する額が平均給与の１日分の半額以内で、かつ総額が

１ヶ月の給料総額の１０分の１以内の範囲で行う
　　３．出勤停止　書面により将来を戒めるとともに、３０日以内の期間を定めて出勤を停止し、その期間の賃金を支払わない
    ４．諭旨退職  退職願を提出するよう勧告しこれを提出しないときは懲戒解雇とする
　　５．懲戒解雇  労働基準法に定める解雇制限の除外に関し、所轄労働基準監督署長の認定を受けたときは予告期間を置かずに、かつ、予告手当を支給することなく即日解雇する
（譴責、減給または出勤停止）

第37条　従業員が、次の各号の一に該当するときは、その程度により譴責、減給、出勤停止とする。

　　１．正当な理由なく、この規則、会社の諸規程に従わなかったとき

　　２．勤務に関する手続き、その他の届出を怠ったとき、または偽りの届出をしたとき

　　３．無断または正当な理由なく、欠勤、遅刻、早退、または職場離脱があったとき

　　４．第４章に定める服務規律に違反したとき

　　５．素行不良で会社内の秩序風紀を乱し、又は乱すおそれのあったとき

　　６．セクシュアル・ハラスメント又はパワー・ハラスメントその他ハラスメント行為によって、職員、従業員に不快な思いを抱かせた、または就業環境を害したとき
　　７．業務の正常な運営を阻害したとき

　　８．職務上の注意を怠って、会社の機密を漏えいしたとき

　　９．不正な手続き、または虚偽の報告によって会社を欺いたとき

　１０．過失により、会社の設備・備品、金銭を滅失、破損したとき

　１１．会社の許可なく会社内において集会を開き、または掲示、印刷物の貼付、配布の行為をしたとき
　１２．酒気帯び運転その他交通法令に違反する行為があったとき
　１３．その他前各号に準ずる行為のあったとき

（諭旨退職または懲戒解雇）

第38条　従業員が、次の各号の一に該当するときは、諭旨解雇または懲戒解雇とする。ただし、情状により出勤停止にとどめることがある。

　　１．無断欠勤が引き続き１４日以上に及んだとき

　　２．重要な経歴を偽り、その他不正な方法を用いて採用された時

　　３．会社外において、会社の体面を汚す行為、または不名誉な行為を行ったとき

　　４．個人情報の紛失、改ざん、漏えい、不正アクセス等を行ったとき

　　５．会社又は他人の金銭、物品を不正に持ち出し、あるいは窃取、詐取したとき

　　６．職務に関連し、不当な金品その他の利益を受け、又は要求する行為を行ったとき

　　７．故意に、会社の機密を他に漏らし、もしくは真相を歪曲して宣伝流布したとき

　　８．職場において暴行、脅迫、監禁その他これに類する行為のあったとき

　　９．この規則及び会社の諸規程、又は指示、命令に違反し、職場の秩序を乱したとき

　１０．会社の許可なく、在籍のまま他に雇用され、または他に営業をなしたとき

　１１．刑法その他の法律に触れる行為をなし、会社の名誉を傷つけたとき

　１２．故意または重大な過失により、会社に損害を与えたとき

　１３．再三、懲戒を受けるも、改悛の情が認められないとき

　１４．第37条に該当し、とくにその情状が悪いとき
　１５．酒酔い運転による重大事故その他交通法令違反により重大事故を発生させたとき
　１６．その他前各号に準ずる行為があったとき

（損害賠償）

第39条　故意または重大な過失によって会社に損害を与えたときは、懲戒処分の有無にかかわらず、その損害の全部または一部を賠償させることがある。

第９章  附  則

  　

1． ２０１●年●●月●●日より施行する。

2． この就業規則には以下の規程が附属する
。

賃金規程

定年後再雇用従業員就業規則

退職金規程

育児介護休業等規程

�職種により始業・終業時刻が違う場合は、職種別に記載する。


(例)　●事務職の場合


　　　●現場作業員の場合


�いくつかのパターンがあるので、パターン別の別紙規定（労使協定、留意事項含め）を参照する。


(1)１年単位変形労働時間制


（季節・月によって繁閑の差がある場合又は各週土曜日出勤など週あたり40時間を超える所定労働時間が恒常的にある場合など）


(2)１ヵ月単位変形労働時間制


（月末・月初は繁忙、月半ばは閑散など、月単位で繁閑の差がある場合）


(3)フレックスタイム制度


（始業・終業時刻が一定せず、労働者の自主的判断に任せる場合）


(4)専門業務型裁量労働制


（設計事務所又は建築士・デザイナーの職種が労働者の中にいる場合）


�現場作業労働者の場合は、通常、昼休憩以外に、午前・午後の休憩がある場合が多いのでそれも記載する


�ここでは、現場作業員と事務作業員とを分けて規定し、現場作業員はシフトで決めるとしている例


�この規定は法定の付与日数を、労働者の入職日別に付与する規定。


有給休暇を各人別に管理するのが面倒な場合は、会社全体で統一した起算日（例えば４月１日に統一するなど）を設けることも可能。しかし、この場合の付与日数は法定付与日数を下回らないように留意しなければならない。


�半日単位・１時間単位で年休を取得できるとするかどうかは任意です。また、１時間単位の場合は労使協定があってはじめて取得か可能となるという法律上の決まりがあることに注意してください


�特別休暇制度を作るかどうか、付与日数及び特別休暇を有給とするか無給とするかも任意です。


�育児介護休業等規程を別規程として作成する場合、平成29年１月より法改正がありましたので、厚労省のモデル規程を参考にしてください


�服務心得は、業種、取引先との関係を考慮して、会社にあったものに追加または削除してください


�会社の所定様式（タイムカード、出勤簿等）を具体的に記載してください


�任意保険の加入に関する規定は任意です。あくまでも参考規定です。ただし、最近は、通勤による事故の場合でも会社に損害賠償されるケースもあります。


�定年年齢は最低60歳以上としなければならず、また65歳までの再雇用が義務付けられています。この規定例は、65歳定年、70歳まで再雇用としています


�休職制度を設けるかどうか、また休職期間の設定月数等も任意です。会社によっては、勤続年数別に休職期間を設定している（勤続年数が多いほど休職期間も長いなど）例もあります。


�退職金制度を設ける場合は、ここに「第●条　退職金については退職金規程を別に定める」という条文を入れます。





�付属規程の種類と内容をここに記載します






